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都道府県レベルの TFP 成長率と研究開発活動の統計的検討
―地域イノベーションの創出環境に関する予備的分析―
福知山公立大学地域経営学部助教　佐藤 充
要旨
　我が国では、地域経済の競争力を高めるために、地域
イノベーションの創出が重要な政策課題となる。先行研
究によれば、地域イノベーションの創出には、企業や大
学・研究機関による研究開発活動の重要性が指摘されて
いる。これまでのところ、イノベーションのアウトカム
指標である全要素生産性（TFP）の成長率と企業の研究
開発活動に関する実証的分析が進むが、TFP 成長率と地
域の研究開発活動との関係性を検討した論考は少ない。
　そこで、本論文は、今後地域イノベーションの創出状
況を定量的に把握し、その創出を促進させる環境条件を
計量的に検討するために、都道府県レベルでの TFP の計
測と研究開発活動との関係性を予備的に分析したもので
ある。地域経済の成長をけん引する製造業に注目し、都
道府県別産業生産性データベース（R-JIP 2012）と研究
開発・イノベーション・生産性データベース（RDIP）を
用いて TFP および TFP 成長率を推計し、地域の研究開
発活動に関する指標との相関分析を行った。
　今回の分析結果から、（1）企業の研究開発ストックの
蓄積と TFP の上昇との間で弱い正の相関関係があった、
（2）研究開発活動のインプット指標と TFP 成長率との間
には相関関係が認められなかった、（3）大学・公的機関
の研究開発集約度と TFP 成長率との間で弱い負の相関関
係が示されたという 3 点が分かった。
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Statistical analysis of TFP and the R&D activity in Japanese prefecture:
a preliminary analysis of conditions of creating regional innovation
The University of Fukuchiyama Assistant Professor
Mitsuru Sato
Abstract
　In Japan, regional innovation is an important 
policy challenge to enhance the competitiveness of 
regional economy. The previous researches argue 
that R&D activity by various actors in region 
brings regional innovation. While there are many 
empirical analyses of total factor productivity 
(TFP) and firm R&D activity, the research of TFP 
and regional R&D activity is slight. 
　The purpose  o f  the  paper  ind ica tes  a 
prel iminary analysis to est imate regional 
i n n o v a t i o n  o f  manu f a c t u r i n g  i n d u s t r y 
quantitatively and examine the locational condition 
of regional innovation. This research estimated 
TFP and TFP growth rate of prefecture level 
and conducted a correlation analysis of TFP and 
regional R&D activity, by utilizing R-JIP database 
and RDIP database.
　There are three findings from the result 
of analysis. The first, there is a low positive 
correlation between an accumulation of firm R&D 
stock and TFP growth rate. The second, there is 
no correlation between the change of R&D input 
index and the change of TFP growth rate. The 
third, there is a low negative correlation between 
R&D intensity of universities and public institutes 
and the change of TFP growth rate. 
Keyword: TFP, R&D activity, regional 
innovation
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Ⅰ　問題の所在
　我が国の地域経済において、地域イノベーションの創
出は重要な政策課題である。政府は、地域クラスターの
形成や産学連携事業の推進を展開し、地域産業の競争優
位性の構築に取り組む。2000 年代に、経済産業省が産
業クラスター計画（2001 年～ 09 年）を、文部科学省が
知的クラスター創成事業・都市エリア産官学連携事業
（2002 年～ 09 年）をそれぞれ推し進めた。2010 年代に
入っても、第 4 期科学技術基本計画（2011 年）に基づく
地域イノベーション戦略支援プログラム（2011 年～ 15
年）が実施された。2016 年には、第 5 期科学技術基本計
画が策定され、地域イノベーションエコシステム形成プ
ログラムがスタートした。（野沢［2012］、三橋［2013］）
　こうしたなかで、イノベーションの経済的かつ社会的
な効果を定量的に把握する試みが政府レベルで進められ
る。日本をはじめとして米国や欧州などの主要国におい
て、イノベーションは経済成長の源泉として重視されて
いる。その創出は喫緊な政策課題であることから、イノ
ベーションの測定方法に関する研究が各国で精力的に行
われる。我が国では、文部科学省が、2006 年度に科学
技術振興費による『イノベーションの測定に向けた基礎
的調査』を、2007 年度には『イノベーション測定手法
の開発に向けた調査研究』をそれぞれ実施した。（文部
科学省科学技術政策研究所［2008］・［2009］）
　イノベーションの定量的な測定では、プロダクトイ
ノベーションやプロセスイノベーションの成果に関
心が寄せられ、全要素生産性（TFP：Total Factories 
Productivity）の上昇がイノベーションの有効なアウト
カム指標として用いられる。（文部科学省科学技術政策
研究所［2009］）TFP 自体は、産出量と労働と資本を含
んだ全ての生産要素の投入量の比率であり、技術水準の
尺度とされる。多くの場合、TFP の上昇率は、投入要
素が労働と資本であるとして、産出量の増加分から労
働と資本の各増加分を差し引いた残差として推計され
る 1）。（松浦・早川・加藤［2008］）TFP の伸びの多く
はイノベーションと効率改善によるものとされている。
（OECD［2010］）しかし、その分析にあたっては、TFP
の増減が産出量と労働と資本の各投入量との関係性のな
かで変化する点、また TFP の上昇がイノベーションの
成果以外の要因によっても説明可能である点に留意しな
ければならないだろう。
　TFP の上昇には、イノベーション活動の中心となる
企業の研究開発投資が寄与する点が指摘される 2）。権・
深尾・金［2008］は、総務省『科学技術研究調査』の
データを用いて、企業の研究開発投資額が TFP 成長率
に与える効果を分析し、研究開発投資が TFP 成長率に
対して統計的に有意に正の影響を及ぼしていた点を明ら
かにした。また、文部科学省科学技術政策研究所［2009］
が、総務省『科学技術調査』、経済産業省『企業活動
基本調査』、文部科学省科学技術政策研究所『全国イノ
ベーション調査』の接合データを基にして、科学技術関
連指標と TFP の関係分析を行い、研究開発集約度（研
究開発費の対売上高比率）や研究者数の対従業員数比な
どの研究開発活動を規定する指標が TFP 成長率に統計
的に有意に正の影響を与えたことを指摘した。これらの
先行研究は、研究開発活動のインプット指標である研究
開発投資が、そのアウトカム指標である TFP の成長率
に影響を与えることを示唆するものである 3）。
　他方で、地域イノベーションの創出では、企業の研究
開発活動だけではなく、大学・研究機関における研究開
発活動の役割が強調される。Tödtling and Trippl［2011］
は、地域スケールでのイノベーション創出のプロセスと
その政策フレームワークをモデル化した「地域イノベー
ションシステム（Regional Innovation System）」を整理
した。RIS は、地域の社会経済的かつ文化的環境を土台
にして、地域の企業間のネットワークで構成される「知
識の適用・活用サブシステム」と大学・研究機関、技術
仲介組織など構成される「知識の創造・普及サブシステ
ム」によって示される。そして、両サブシステム間での
知識や情報の活発な交換・生成・活用がイノベーション
に大きく寄与する点が指摘されている。地域イノベー
ションを測定する際には、企業と大学・研究機関での研
究開発活動と TFP の上昇の関係性を検討する必要があ
るだろう。
　これまでのところ、地域スケールにおけるイノベー
ションの計量的な分析 4）では、都道府県別の TFP が計
測されているが、地域における研究開発活動が TFP 上
1） 経済産業省［2016］によれば、近年の研究業績において TFP の指標としての限界が示され、TFP を補完・代替する指標を検討する必要性が
高まっている。
2） 産業レベルにおいても、研究開発投資と生産性の上昇に関する研究が蓄積され、その効果が示されている。（松浦・早川・加藤［2008］）ここ
数年では、研究開発投資以外に、IT、ソフトウェア、データベース、特許といった無形資産に対する投資にも注目が集まる。（OECD［2010］、
経済産業省［2013］、経済産業省［2016］）
3） 近年では、企業間での知識スピルオーバーと TFP に関する実証研究も進む。企業内部の研究開発活動と外部から流入した知識が TFP の上昇
率に影響を与えることが示されている。（Crespi et al［2007］、文部科学省科学技術政策研究所［2009］）
4） MaCann and Ortega-Argilés［2013］は、地域政策におけるイノベーションの役割が検討するなかで、イノベーションの定量的な測定に関して、
イノベーション活動の中間的なインプットやアウトプットを含めて構造的に把握する視点を紹介する。地域イノベーションの創出を定量化す
るモデルについてはさらなる検討が望まれるだろう
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昇に与える効果を検討する実証的分析は少ない 5）。三橋
［2010］は、都道府県別の TFP を推計し、総務省『事
業所・企業統計』、文部科学省科学技術政策研究所『科
学技術指標』を用いて、地域の科学技術活動と TFP 成
長率の関係を分析した。この分析結果によれば、研究者
数、理工系論文発表数、特許出願数、発明数の各指標と
TFP成長率との間では、明確な関係性は見出されなかっ
た。その理由として、都道府県単位で収集可能な科学技
術関連指標に限界があった点が指摘されている。
　上記の問題意識から、本論文の目的は、今後地域イノ
ベーションの創出状況を定量的に把握し、創出を促進さ
せる環境条件を計量的に検討するために、都道府県レベ
ルでの TFP および TFP 上昇率の計測と研究開発活動
の指標との関係性を予備的に分析することである。TFP
成長率と研究開発活動に関する論考をみると、政府レベ
ルで企業を対象にしたものが多く、地域レベルで企業や
公的機関を対象にした分析は十分に行われていない。そ
の大きな要因としては、データ取得の制約が挙げられる。
しかし、この数年で、地域レベルでの研究開発活動に関
するデータベースが整備された。（文部科学省科学技術
政策研究所［2014］）本論文は、このデータベースを活
用し、地域経済の成長を牽引する製造業に注目し、全国
と都道府県別の TFP 水準および成長率を計測した上で、
研究開発活動の指標と TFP 成長率の相関関係を明らか
にするものである。
　以下、次節では TFP の計測方法と研究開発活動の指
標を整理し、本研究で用いたデータを説明する。第 3 節
では、全国および都道府県別の TFP と地域の研究開発
活動に関する分析結果を記述する。第 4 節で本研究の発
見事実と考察を提示し、最終節では結論と今後の研究課
題を述べる。
Ⅱ　分析方法とデータ
1　TFP の計測方法
　本論文の TFP の計測では、指数算式を用いて複数の
生産要素を集計し、産出量から生産要素の投入量を差し
引いた残差を TFP とする方法を用いた 6）。大塚［2005］
や文部科学省科学技術政策研究所［2008］は、Good et 
al［1997］の指数算出方法にしたがって、都道府県間か
つ時系列で比較可能な TFP 水準の算出方法を提示した。
この方法によれば、t 期における地域 j の TFP 水準は、
初期時点（t ＝ 0）における産出量および生産要素の投
入量の地域間平均値と比較する形で、（1）式のように計
測された。
5） 都道府県レベルの TFP に関する実証的分析では、主に地域間格差の実態と構造について議論されている。地域間格差の要因には、産業構造
（財務省財務総合政策研究所［2002］）、研究資源、都市機能、集積効果などの立地環境（辻［2004］）、企業および地域の ICT 利用率（総務省
情報通信政策研究所［2008］）が指摘される。
6） TFP の測定方法には、生産関数を特定化し、産出量の変動から生産要素の投入量の変動を推計した残差の部分を TFP とする方法もある。
ただし、生産要素が多くなることで多重共線性が発生し、生産関数の推計値が不安定になるデメリットが指摘される。（松浦・早川・加藤
［2008］）
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                （1） 
 
　この算出式で、TFPjt は t 期における地域 j の TFP 水
準を、Yjt は t 期における地域 j の総産出量を、Xijt は t
期における地域 j の生産要素 i の投入量を、Sijt は t 期
における地域 j の生産要素 i のコストシェアをそれぞれ
表す。各記号の上付の傍線は各変数の地域間平均値を表
している。そして、t 時点（t ＞ 0）における TFP 水準
の計測では、当該時点（s）と 1 期前（s -1）での産出
量と生産要素の投入量の地域間平均値の比較によって算
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で除した研究開発集約度が用いられる。本研究では、地
域が対象になることから、研究開発費を総産出量で除し
た数値で代替する。また、他組織の有する技術や知識の
一部が自組織の研究開発活動に寄与する技術のスピル
オーバーも直接的な要因に含まれる。（渡辺［2001］、大
塚［2005］、文部科学省科学技術政策研究所［2009］、経
済産業省［2016］）
　その一方で、間接的な要因としては、自組織における
資本と労働の両面からの質的な向上がある。前者では歩
留まりの改善といった資本の熟度、後者では労働者の熟
練度が高まることによる学習効果や労働の質の向上が挙
げられる。ほかにも、規模の経済性が存在すれば、大量
生産による高い生産性が実現できる。経営の改善に取り
組むことで、業務プロセスの迅速化による生産性の向
上も期待することができるのである。また、制度改革、
規制、政策効果などの自組織を取り巻く環境に変化が
生じれば、生産性の上昇をもたらす契機になる。（渡辺
［2001］、大塚［2005］）
　本論文は、上記のうち、TFP 上昇の直接的な要因に
着目し、都道府県レベルで研究開発活動に関する指標で
ある研究開発投資、技術知識ストック、研究開発集約
度、技術のスピルオーバーと TFP 成長率との相関関係
を分析する。地域イノベーションの創出には、企業と大
学・研究機関の研究開発活動が重要であることから、こ
れらの主体を含めて検討する。
3　データ
　TFPの計測では、独立行政法人経済産業研究所の『都
道府県別産業生産性データベース（R-JIP 2012）』を用
いた。R-JIP データベースには、47 都道府県の各産業に
ついて生産性を計測するために必要な名目・実質産出と
要素投入のデータが収録されている。R-JIP 2012 では、
1970 年から 2008 年までの期間がカバーされ、47 都道府
出した値を含め、年単位での時系列接続を可能にしてい
る。（池内ほか［2013］）また、TFP 上昇率は各時点間
での TFP 水準の差を計算したものとした。本研究では、
1998 年を初期時点として、2007 年までの TFP 水準およ
び TFP 上昇率を推計した。
　なお、（1）式に基づく各年の TFP 水準は、産出量と
生産要素の投入量の地域間平均値との乖離幅および地域
間平均値の時系列での差分との間で変化する。上記の算
出式によれば、ある時点の TFP 水準は、当該時点で地
域間平均値と比較した産出量と生産要素の投入量の差
分を、地域間平均値の時系列での差分で調整すること
で計測される。もし TFP 水準が負の場合であれば、そ
れは、地域間平均値との乖離幅でみた産出量が、同じく
地域間平均値との乖離幅でみた生産要素の投入量を下回
り、そのマイナス分が地域間平均値の時系列での差分に
よって押し上げられないときである。つまり、ある地域
の TFP 水準については、産出量と生産要素の投入量の
地域間平均値との乖離幅および地域間平均値の時系列で
の差分を考慮し、その意味を解釈する必要がある。
2　TFP の上昇要因と研究開発活動
　TFP の上昇要因は直接的な要因と間接的な要因に大
きく分けられる。（表 1 参照）直接的な要因としては技
術進歩に資する研究開発活動に関わるものが挙げられ、
間接的な要因には資本・労働の質的な拡大に寄与する
ものが含まれる。特に、組織内外にわたる研究開発活動
が TFP 上昇に貢献するとされる。（渡辺［2001］、大塚
［2005］、経済産業省［2016］）
　TFP 上昇の直接的な要因には、自組織内における研
究開発投資、自組織内に蓄積されてきた技術知識ストッ
クがあり、それぞれ直接的に自組織の生産性向上に作用
する。このうち、研究開発投資の代理変数については、
企業を対象にした分析において、研究開発費を売上高比
＜表 1　TFP 上昇の要因＞
（大塚［2005］より引用）
 
 
組織内 　研究開発投資、技術知識ストック
組織外 　技術のスピルオーバー
　規模の経済性、資本の熟度
　学習効果、労働の質の向上
　分業の進展、産業構造の変化
　経営の改善、外部経済
　制度改革、規制、政策効果
間接的
直接的
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（筆者作成）
＜図 1　全国の TFP 水準と実質付加価値成長率（前年比）の推移＞
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県、23 産業部門の実質付加価値、マンアワー・ベースの
労働投入量、資本ストック量のデータが含まれる。あわ
せて、要素投入の「質」に関する情報も補われている。
（徳井ほか［2013］）本研究の TFP の計測にあたっては、
総産出量は都道府県別実質付加価値を採用し、資本投入
は実質資本ストックと資本の質の値を、労働投入はマン
アワーと労働の質の値を、そして、コストシェアは名目
資本コストと名目労働コストの値を基にして、それぞれ
の数値を推計した。
　また、都道府県別の研究開発活動については、文部
科学省科学技術・学術政策研究所の『研究開発・イノ
ベーション・生産性データベース（RDIP）』を用いた。
RDIP では、『科学技術研究調査』、『工業統計調査』、『全
国イノベーション調査』の個票データから、企業と大
学・公的研究機関に分けて、産業別および地域別の研
究開発活動に関する指標が推計されている。（深尾ほか
［2014］）このうち、本研究の分析では、研究開発活動の
インプット指標として企業および公的研究機関の研究開
発投資額と研究開発スピルオーバーの指標を、また研究
開発活動のアウトプット指標として企業および公的研究
機関の研究開発ストックをそれぞれ採用した 7）。
Ⅲ　分析結果
1　全国 TFP 水準の計測と動向
　t 期における全国の TFP 水準を、各地域の TFP 水
準の加重平均であると定義し、（2）式により算出した。
（大塚［2005］）
　（2）式で、lnTFPjt は t期における地域 jのTFP水準を、
ウェイトθjt は地域 j の全国の産出量に占める割合をそ
れぞれ表す。
　図 1 は全国 TFP 水準と実質付加価値成長率（前年比）
の推移を示したものである。全国 TFP 水準の動向は観
測期間を通じて増減し、特に 2001 年に大きな落ち込み
がみられる。この要因には、実質付加価値成長率の低
下が指摘できる。実質付加価値成長率は TFP 水準と連
動しており、TFP 水準の変動に大きな影響を与えてい
る。また、TFP 水準の動向は 1998 年から 2001 年まで、
2001 年から 2007 年までの 2 つの時期に区分できる。
7） スピルオーバーは、他地域のある産業から自地域の同一産業に受け入れたスピルオーバーの総量を示す。なお、各指標の推計方法については、
深尾ほか［2014］が詳しく説明している。
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2　全国 TFP 水準の要因分析
　本研究では、大塚［2005］の方法に基づき、基準年
（t-τ 期）から比較年（t 期）にかけての全国 TFP 水準
の変化を近似的に 3 つの効果に分解した。
　第一に、内部効果は各地域における TFP 変化分を基
準時点の産出シェアをウェイトとして評価した効果で、
（3）式で定義される。
　第二に、シェア効果は基準時点での生産性が地域間
平均よりを上回る地域が全国の生産性を高める効果で、
（4）式で定義される。 
��������������� � �������������������（4）
��
���
 
 　第三に、共分散効果は生産性を上昇させた地域が同時
に相対的な産出規模を拡大することによって全国の生産
性を成長させる効果で、（5）式で定義される。 
�����
��
���
��������										（5） 
 　このうち、シェア効果と共分散効果は再分配効果と呼
ばれ、特定地域における生産性の向上によって全国の生
産性が上昇する効果として捉えられる。つまり、TFP
成長率の要因は、産出シェアの大きな地域による効果
（内部効果）と生産性を向上させた地域による効果（再
分配効果）に整理することができる。
　表 2 は全国 TFP 成長率の要因分解した結果である。
1998 年から 2007 年における全国 TFP 水準の変動を
規定した最大の要因は内部効果であった。この効果の
TFP 成長率に対する寄与度は 70％を超える。しかし、
1998 年から 2001 年までと 2001 年から 2007 年までの 2
期に分けてみると、その影響力は低下傾向を示していた。
1990 年代後半においては、内部効果によってほぼ全て説
明される一方で、再分配効果はほとんど影響を与えてい
なかったのである。2000 年代前半では、共分散効果の寄
与率が 25％程度まで増加し、再分配効果が TFP 成長率
に対して一定程度の影響を与えることになっていた。共
分散効果については、期間全体を通しても、その寄与度
が 50％以上を示しており、生産性を上昇させた地域が
同時に相対的な産出規模も拡大させていたことがうかが
える。これらの点は、大塚［2005］における 1990 年代
の TFP 成長率が内部効果によってもたらされていたと
いう分析結果、三井・溝口［2012］における 2000 年代
前半に共分散効果の増大によって再分配効果が高まって
いたという分析結果と整合的である。
　また、2 つの期間における全国 TFP 水準の上昇を説
明する要因には違いがあり、その意味合いは異なる。上
述した通り、1998 年から 2001 年までは内部効果がほと
んどを占めているが、2001 年から 2007 年までは再分配
効果の影響力が高まっているのである。前者の期間にお
いては、産出シェアの大きい地域での生産性向上が全国
TFP 成長率をもたらしていた。その一方で、後者の期
間では、生産性の上昇と相対的な産出規模の拡大を実現
させた地域が TFP 成長率に寄与していたのである。こ
の期間は、地域クラスターの形成政策が推進された時期
と重なっており、各地域での生産活動に何らかの影響を
及ぼしていた可能性がある。以下の分析では、生産性が
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＜表 2　全国 TFP 成長率の要因分解＞
（筆者作成）
 
 
（　合計　） シェア効果 共分散効果
1998-2001年 -0.0379 -0.0380 0.0001 -0.0022 0.0023
（寄与度） 1.0000 1.0030 -0.0030 0.0577 -0.0608
2001-2007年 0.0882 0.0763 0.0119 -0.0106 0.0225
（寄与度） 1.0000 0.8650 0.1350 -0.1199 0.2549
1998-2007年 0.0503 0.0365 0.0138 -0.0138 0.0276
（寄与度） 1.0000 0.7262 0.2738 -0.2745 0.5484
内部効果
再分配効果
期間 TFP成長率
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＜表 3　2007 年における TFP 水準上位 5 地域の各指数＞
＜表 4　2007 年における TFP 水準下位 5 地域の各指数＞
（筆者作成）
（筆者作成）
 
 
順位 地域名 TFP水準 産出量指数 資本投入量指数 労働投入量指数
1 鳥取県 0.3849 -1.0221 -0.4589 -0.8785
2 三重県 0.3443 0.8831 0.3212 0.2872
3 徳島県 0.3121 -0.7577 -0.2726 -0.7275
4 秋田県 0.2819 -0.4968 -0.2843 -0.4248
5 京都府 0.2721 0.4422 0.0129 0.2270
 
順位 地域名 TFP水準 産出量指数 資本投入量指数 労働投入量指数
1 沖縄県 -0.4529 -2.4020 -0.7073 -1.1721
2 北海道 -0.2386 0.0057 0.1009 0.2131
3 岐阜県 -0.2116 0.1234 0.0470 0.3577
4 青森県 -0.2038 -0.9938 -0.2608 -0.4595
5 島根県 -0.1728 -1.4312 -0.4116 -0.7772
成長した地域が影響力を有することになった 2001 年か
ら 2007 年までの期間について着目する。
3　都道府県別 TFP 水準と TFP 成長率の動向
　ここでは、2001 年から 2007 年までの期間における都
道府県別の TFP 水準とその成長率の動向をみてみたい。
（別表 1 参照）
　2007 年での TFP 水準の上位 5 地域をみると、鳥取
県に次いで、三重県、徳島県、秋田県、京都府が続く。
（表 3 参照）三重県と京都府では、産出量と生産要素の
投入量が全国平均値を上回るとともに、産出量の乖離幅
が生産要素の投入量の乖離幅よりも大きかった。それ以
外の県では、産出量と生産要素の投入量が全国平均を下
回るが、産出量の乖離幅は生産要素の投入量の乖離幅よ
りも小さかった 8）。これらの地域における TFP 水準は、
全国平均値との比較のなかで、より少ない生産要素の投
入量でより多い産出量が生み出されることにより、高く
なっていたのである。
　同下位の 5 地域をみると、沖縄県に次いで、北海道、
岐阜県、青森県、島根県が続く。（表 4 参照）北海道と
岐阜県では、産出量と生産要素の投入量が全国平均値を
上回るが、産出量の乖離幅が生産要素の投入量の乖離幅
よりも小さかった。それ以外の県では、産出量と生産要
素の投入量が全国平均を下回り、産出量の乖離幅は生
産要素の投入量の乖離幅よりも大きかった 9）。つまり、
TFP 水準が下位である地域は、全国平均値との比較の
なかで、より多い生産要素の投入量でより少ない産出量
を生み出していたのである。
　他方で、2001 年から 2007 年における TFP 成長率の
上位 5 地域をみると、秋田県に次いで、山形県、三重
県、長崎県、青森県が続く。（表 5 参照）三重県と長崎
県では、生産要素の投入量が増加していたが、それ以上
に産出量が増加した。それ以外の県では、生産要素の投
入量の増加率がほぼ横ばいであった一方で、産出量が増
加していた。これらの TFP 成長率が高かった地域は、
生産要素の投入量だけでは説明できない要因によって、
産出量を増加させていたことが推察できる。
　同下位の 5 地域をみると、沖縄県に次いで、北海道、
8） この場合、前者では、全国平均値との乖離幅は正になることから、産出量の乖離幅＞生産要素の投入量の乖離幅という関係になる。また、後
者では、全国平均値との乖離幅は負になることから、産出量の乖離幅＜生産要素の投入量の乖離幅という関係になる。
9） この場合では、上記注とは反対の関係になる。全国平均値との乖離幅＞ 0 であれば、出量の乖離幅＜生産要素の投入量の乖離幅となる。また、
全国平均値との乖離幅＜ 0 であれば、産出量の乖離幅＞生産要素の投入量の乖離幅となる。
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和歌山県、香川県、大分県が続く。（表 6 参照）和歌山
県では、生産要素の投入量が減少したが、それ以上に産
出量が減少していた。大分県では、生産要素の投入量が
増加したにもかかわらず、産出量はほぼ不変であった。
それ以外の県では、生産用の投入量がほぼ横ばいであっ
たが、産出量が減少していた。大分県を除く地域は、生
産要素の投入量だけでは説明できない要因によって、産
出量を減少させていたことが推察できる。大分県につい
＜表 5　01 ‐ 07 年における TFP 成長率上位 5 地域の各指数＞
＜表 6　01 ‐ 07 年における TFP 成長率下位 5 地域の各指数＞
（筆者作成）
（筆者作成）
 
順位 地域名 ΔTFP水準 Δ産出量指数 Δ資本投入量指数 Δ労働投入量指数
1 秋田県 0.5885 0.4715 0.0168 -0.0309
2 山形県 0.4732 0.4006 0.0106 0.0196
3 三重県 0.4382 0.4795 0.0733 0.0709
4 長崎県 0.3933 0.4352 0.1427 0.0021
5 青森県 0.3303 0.2334 -0.0049 0.0108
 
順位 地域名 ΔTFP水準 Δ産出量指数 Δ資本投入量指数 Δ労働投入量指数
1 沖縄県 -0.5041 -0.6260 -0.0275 0.0085
2 北海道 -0.2446 -0.4121 -0.0341 -0.0306
3 和歌山県 -0.2083 -0.4556 -0.0369 -0.1075
4 香川県 -0.1411 -0.2735 0.0196 -0.0491
5 大分県 -0.1220 -0.0666 0.0648 0.0934
（筆者作成）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(r=-.572 p<.01) 
＜図 2　TFP 水準（01 年）と TFP 成長率（01 － 07 年）＞
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ては、生産要素の投入量の増加が産出量の増加に結びつ
いていない点が指摘できる。
　また、この期間で TFP 水準の上昇がみられた地域
は、2001 年の TFP 水準が相対的に低い地域でもあった。
2001 年の都道府県別 TFP 水準と TFP 成長率（01 ‐ 07
年）の関係性を分析すると、負の相関が認められた
（r= － .572，p<.01）。（図 2 参照）全国平均値を下回る
特定地域において、生産性が上昇していたことがうかが
え、この点は TFP 成長率の要因分解で得られた結果と
一致するところであった。
4　都道府県別研究開発活動指標の動向
　都道府県別の TFP 成長率と研究開発活動指標との相
関関係を分析する前に、都道府県別の各研究開発指標の
動向を整理した。なお、研究開発活動に関する指標は、
企業および大学・公的研究機関の研究開発投資額、研究
開発スピルオーバー、研究開発ストック、研究開発集約
度を 2001 年から 2007 年の期間で用いた 10）。（別表 2・3
参照）
　2007 年での企業の研究開発投資額の上位 5 地域をみ
ると、愛知県が最も高く、神奈川県、静岡県、兵庫県、
栃木県が続く。いずれの地域も、企業の研究開発スピル
オーバー、研究開発ストック、研究開発集約度が高く、
企業における研究開発活動が活発であったことが推察で
きた。その一方で、神奈川県を除く地域では、大学・公
的研究機関の研究開発活動指標が、企業と比較すると低
い水準にあった。これらの地域においては、大学・公的
研究機関よりも企業の研究開発活動の規模が大きい傾向
が読み取れた。（表 7 参照）
　2007 年での大学・公的研究機関の研究開発投資額の上
位 5 地域をみると、東京都が最も高く、茨城県、神奈川
県、大阪府、埼玉県が続く。大学・公的研究機関が集積
＜表 7　2007 年における企業の研究開発投資額上位 5 地域＞
＜表 8　2007 年における大学・公的研究機関の研究開発投資額上位 5 地域＞
 
順位 地域名
投資
（企業）
スピルオーバー
（企業）
ストック
（企業）
集約度
（企業）
投資
（公的）
スピルオーバー
（公的）
ストック
（公的）
集約度
（公的）
1 愛知県 7038.84 58493.97 46256.87 2.96 180.30 578.41 1196.88 0.01
2 神奈川県 3797.38 59425.52 27741.94 3.12 228.99 1033.58 1501.89 0.03
3 静岡県 2829.21 53371.22 16933.18 1.96 39.57 706.53 274.87 0.00
4 兵庫県 2059.45 45136.25 16248.57 2.69 135.15 421.09 774.76 0.02
5 栃木県 2013.16 51123.01 13181.38 3.13 36.86 827.05 237.27 0.01
 
順位 地域名
投資
（公的）
スピルオーバー
（公的）
ストック
（公的）
集約度
（公的）
投資
（企業）
スピルオーバー
（企業）
ストック
（企業）
集約度
（企業）
1 東京都 1409.66 1100.51 9128.18 0.12 1406.27 59318.70 11489.49 0.99
2 茨城県 421.18 871.92 2381.82 0.09 1103.19 50264.48 6735.36 1.45
3 神奈川県 228.99 1033.58 1501.89 0.03 3797.38 59425.52 27741.94 3.12
4 大阪府 225.55 470.72 1493.37 0.03 1456.87 50442.73 9796.98 1.22
5 埼玉県 212.40 1052.33 1318.38 0.03 1153.28 57979.18 7522.36 1.19
10） 研究開発スピルオーバーの分析では、データの収録期間が 2006 年までであったことから、2001 年から 2006 年までの数値を用いた。また、研
究開発集約度は研究開発投資額を実質付加価値額で除した値である。
（筆者作成）
（筆者作成）
02_佐藤_vol9.indd   23 17/03/22   11:24
査読付き研究ノート
地域イノベーション第 9 号 − 24 −
する大都市圏、特に東京都の研究開発投資額が大きかっ
た。大阪府を除く地域では、大学・公的研究機関の研究
開発スピルオーバー、研究開発ストック、研究開発集約
度の各指標も、企業の研究開発投資額上位 5 地域と比べ
て、総じて高い傾向にあった。また、上位 5 地域では、
企業の研究開発活動指標についても高い数値が示されて
いた。特に、神奈川県は、企業と大学・公的研究機関の
研究開発活動の規模が大きいことが推察できた。（表 8
参照）
　その一方で、2007 年での企業の研究開発投資額の下位
5 地域をみると、沖縄県が最も低く、島根県、宮崎県、
青森県、福井県が続く。このうち、沖縄県は、他の地域
に比べて大幅に低い数値が示され、企業よりも大学・公
的研究機関の研究開発活動指標が高かった。他の地域で
は、企業と大学・公的研究機関の研究開発活動指標のい
ずれも低い水準にあった。下位 5 地域は、企業と大学・
公的研究機関における研究開発活動の規模が小さいこと
がうかがえた。（表 9 参照）
　2007 年での大学・公的研究機関の研究開発投資額の
下位 5 地域をみると、高知県が最も低く、鳥取県、佐賀
県、和歌山県、島根県が続く。高知県と佐賀県では、大
学・公的研究機関の研究開発活動指標が低い一方で、企
業の研究開発投資額は小さいものの、研究開発集約度は
高かった。それ以外の地域では、大学・公的研究機関と
企業の研究開発活動指標が低い傾向が読み取れ、研究開
発活動の規模が小さいことが推察できた。特に、島根県
は企業と大学・公的研究機関の研究開発投資がいずれも
下位にあった。（表 10 参照）
5　都道府県別 TFP 成長率と研究開発活動
　地域における企業および大学・公的研究機関の研究
開発活動と TFP の上昇との関係性をみるために、まず
TFP 成長率（01 年 ‐ 07 年）の上位および下位 5 地域
における研究開発活動指標を整理し、その傾向を分析し
た。その上で、TFP 成長率と研究開発活動を示す各指
標との間で相関分析を行った。
＜表 9　2007 年における企業の研究開発投資額下位 5 地域＞
＜表 10　2007 年における大学・公的研究機関の研究開発投資額下位 5 地域＞
 
順位 地域名
投資
（企業）
スピルオーバー
（企業）
ストック
（企業）
集約度
（企業）
投資
（公的）
スピルオーバー
（公的）
ストック
（公的）
集約度
（公的）
1 沖縄県 3.23 100.74 16.82 0.09 16.38 9.19 86.76 0.09
2 島根県 18.44 13779.15 142.09 0.29 15.05 139.34 100.90 0.03
3 宮崎県 33.91 8823.42 385.08 0.49 18.22 80.31 117.91 0.02
4 青森県 36.03 8375.37 332.58 0.43 25.02 107.84 166.95 0.03
5 福井県 57.30 21995.61 450.72 0.40 16.96 284.09 117.04 0.02
 
順位 地域名
投資
（公的）
スピルオーバー
（公的）
ストック
（公的）
集約度
（公的）
投資
（企業）
スピルオーバー
（企業）
ストック
（企業）
集約度
（企業）
1 高知県 9.92 122.95 80.36 0.03 223.79 8439.24 859.66 2.81
2 鳥取県 10.22 151.80 74.27 0.01 72.26 8535.73 784.34 1.05
3 佐賀県 12.29 100.50 81.91 0.01 222.84 11199.93 1523.42 1.48
4 和歌山県 12.41 314.88 85.49 0.01 88.21 31052.67 813.83 0.80
5 島根県 15.05 139.34 100.90 0.03 18.44 13779.15 142.09 0.29
（筆者作成）
（筆者作成）
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　2001 年から 2007 年における TFP 成長率の上位 5 地
域における研究開発指標の変化率をみると、秋田県と三
重県では、企業の研究開発投資額とストック額の変化率
が高い一方で、大学・公的研究機関の研究開発活動指
標の変化率は低い傾向であった。企業の研究開発活動
が TFP の上昇をけん引したことがうかがえた。それ以
外の地域では、企業と大学・公的研究機関の研究開発活
動指標の変化率がいずれも低かった。これらの地域での
研究開発活動は拡大していなかったことから、研究開発
活動以外の要因が TFP 成長に寄与していた点が推察で
きた。TFP を大きく上昇させた地域であったとしても、
研究開発活動の指標は必ずしも上昇していたわけではな
かったのである。（表 11 参照）
　また、2001 年から 2007 年における TFP 成長率の下
位 5 地域における研究開発活動指標の変化率をみると、
沖縄県では、TFP の低下がみられたが、企業と大学・
公的研究機関の研究開発活動指標の変化率はいずれも高
かった。大分県においても、企業の研究開発活動指標の
変化率が高い傾向にあった。両地域の研究開発活動は拡
大していたが、TFP の上昇に結びついていなかった点
が推察できた。それ以外の地域では、大学・公的研究機
関の研究開発指標で増加がみられたが、それ以上に企業
の研究開発投資やストックが減少していた。これらの地
域に関しては、研究開発活動の縮小と TFP の低下との
関係性を精査に検証する必要があるだろう。（表12参照）
　表 13 は TFP 成長率と研究開発活動に関する指標との
相関係数を整理したものである。都道府県別の企業と大
学・公的機関における研究開発活動指標との間では、多
くの項目で統計的に有意な相関関係を出すことはできな
かった。しかし、企業の研究開発ストック、大学・公的
研究機関の研究開発集約度（07 年・06 年）と TFP 成長
率との間では、統計的に有意な相関係数が示された。
　TFP 成長率と企業の研究開発ストックの変化率との
間では関係性がみられた。（図 3 参照）両変数間では、
統計的に有意な弱い正の相関が認められた（r=.312，p
＜ .05）。企業での研究開発ストックが増加した地域で
は、TFP 成長率の上昇がみられる傾向が読み取れた。
企業での研究開発ストックの蓄積と TFP の上昇との間
に関係性があることが推察できた。
　図 4 は TFP 成長率と大学・公的研究機関の研究開発
＜表 11　01 年 ‐ 07 年 TFP 成長率上位 5 地域の研究開発活動指標の変化率＞
＜表 12　01 年 ‐ 07 年 TFP 成長率下位 5 地域の研究開発活動指標の変化率＞
 
順位 地域名 TFP成長率
Δ投資
（企業）
Δスピルオーバー
（企業）
Δストック
（企業）
Δ投資
（公的）
Δスピルオーバー
（公的）
Δストック
（公的）
1 秋田県 0.5885 11.1942 -0.0197 1.1871 -0.2413 0.0765 -0.0297
2 山形県 0.4732 -0.0434 0.0445 0.5677 -0.0682 0.1323 0.0875
3 三重県 0.4382 0.5263 0.1037 0.4201 0.0525 0.0958 -0.0171
4 長崎県 0.3933 -0.1340 0.0179 -0.0773 -0.0898 0.0526 0.0208
5 青森県 0.3303 -0.1688 -0.0395 -0.0788 0.0178 0.1052 0.0137
 
順位 地域名 TFP成長率
Δ投資
（企業）
Δスピルオーバー
（企業）
Δストック
（企業）
Δ投資
（公的）
Δスピルオーバー
（公的）
Δストック
（公的）
1 沖縄県 -0.5041 10.3869 0.0355 0.4140 0.1062 0.1361 0.1379
2 北海道 -0.2446 -0.2233 -0.0756 -0.1974 -0.0889 0.0958 0.0395
3 和歌山県 -0.2083 -0.0673 0.0376 -0.1256 0.0548 0.0874 -0.0714
4 香川県 -0.1411 -0.1683 0.0585 -0.2273 -0.0414 0.0902 -0.0373
5 大分県 -0.1220 0.0625 0.1500 0.1629 -0.1521 0.0757 -0.0198
（筆者作成）
（筆者作成）
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集約度（2007 年）を散布図で表したものである。これ
によれば、TFP 成長率と大学・公的研究機関の研究開
発集約度との間で統計的に有意な弱い負の相関があっ
た（r= － .405，p ＜ .01）。大学・公的研究機関の研究開
発集約度の低い地域が TFP を成長させていた傾向が推
察できた。この要因として、前述した TFP 成長率の上
位ないし下位の地域の動向からは、この期間の TFP の
上昇が主に企業の研究開発活動によってもたらされてい
たこと、大学・公的研究機関の研究開発投資が TFP の
上昇に十分に寄与していなかったことが考えられるだろ
う。しかし、この分析結果についてはより精査な検討が
望まれるところである。
＜表 13　TFP 成長率と研究開発活動指標（2001 年 ‐ 07 年）＞
 
　ＴＦＰ成長率 1.000
　企業　Δ研究開発投資額（01－07年） -0.018
　企業　Δ研究開発スピルオーバー（01－06年）） -0.038
　企業　Δ研究開発ストック 0.312 *
　企業　研究開発集約度（07年） -0.097
　企業　研究開発集約度（06年） -0.077
　企業　研究開発集約度（05年） -0.019
　公的機関　Δ研究開発投資額（01－07年） -0.207
　公的機関　Δ研究開発スピルオーバー（01－06年） -0.113
　公的機関　Δ研究開発ストック -0.159
　公的機関　研究開発集約度（07年） -0.405 **
　公的機関　研究開発集約度（06年） -0.373 **
　公的機関　研究開発集約度（05年） -0.264
（*** p< .001、** p< .01、* p< .05）
ＴＦＰ成長率
(01-07年)
（筆者作成）
（筆者作成）
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＜図 3　TFP 成長率と企業 R&D ストックの変化率＞
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6　研究開発活動の相互関係
　ここでは、地域における研究開発活動の構造を把握す
るために、企業と大学・公的機関における都道府県別の
研究開発投資額、研究開発スピルオーバー、研究開発ス
トックの変化率を基に、各指標間での関係性について相
関分析した。
　TFP の上昇に寄与する企業の研究開発ストックの変
化は企業の研究開発投資額の変化と関係があった。図 5
は 2001 年から 2007 年までの企業の研究開発ストックの
（筆者作成）
（筆者作成）
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(r=.474 p<.001) 
変化率と企業の研究開発投資額を散布図に表したもので
ある。これをみると、企業での研究開発投資額の上昇と
研究開発ストックの蓄積との間に関係性がみられた。2
つの変数間について、統計的に有意な正の相関が認めら
れたのである（r=.474，p ＜ .001）。なかでも、秋田県で
は顕著な結果が示されていた。その一方で、企業の研究
開発ストック変化率は大学・公的研究機関における研究
開発投資額、研究開発スピルオーバー、研究開発ストッ
クの変化率との間で、統計的に有意な相関係数は示され
＜図 4　 TFP 成長率と大学・公的研究機関の R&D 集約度（07 年）の変化率＞
＜図 5　企業 R&D ストック変化率と企業 R&D 投資額変化率（01 ‐ 07 年）＞
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なかった。企業と大学・公的研究機関の研究開発活動に
は関係性が見出すことができなかったのである。
　また、大学・公的研究機関の研究開発ストックの変化
は研究開発投資額と研究開発スピルオーバーの変化と関
係があった。（図 6、図 7 参照）2001 年から 2007 年まで
の公的機関の研究開発ストックの変化率と研究開発投資
額の変化率との間で、統計的に有意な正の相関がみられ
た（r=.568，p ＜ .001）。また、2001 年から 2006 年まで
の公的機関の研究開発ストックの変化率と研究開発スピ
ルオーバーの変化率の関係でも、統計的に有意な正の相
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＜図 6　公的研究機関 R&D ストック変化率と R&D 投資額の変化率（01 ‐ 07 年）＞
＜図 7　公的研究機関 R&D ストック変化率と R&D スピルオーバーの変化率（01 ‐ 06 年）＞
（筆者作成）
（筆者作成）
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関が確認できた（r=.552，p ＜ .001）。各地域の大学・
公的研究機関では、研究開発活動のインプットとアウト
プットとの間に関係性があることがうかがえた。
Ⅳ　考察
　本論文は、『都道府県別産業生産性データベース
（R-JIP）』と『研究開発・イノベーション・生産性デー
タベース（RDIP）』のデータを用いて、地域イノベー
ションの定量的な把握とその創出環境を検討するため
の予備的な分析として、都道府県レベルの TFP および
TFP 成長率を計測し、TFP 成長率と地域の研究開発活
動指標との関係性について相関分析を行ったものであ
る。分析による発見事実は下記の通りである。
　第一に、1998 年から 2007 年までの全国 TFP 水準の
動向は、1998 年から 2001 年までと 2001 年から 2007 年
までの 2 期に分けることができた。2001 年から 2007 年
までの期間では、生産性の上昇と同時に相対的な産出規
模の拡大を実現させた地域が全国 TFP 成長率に寄与し
ていた。本論文の分析はこの期間に着目した。
　第二に、都道府県別の TFP 水準は、全国平均値との
比較のなかで、より少ない生産要素の投入量でより多い
産出量がみられる地域で高い数値を示していた。また、
2001 年から 2007 年までの TFP 成長率の上位地域は、
生産要素の投入量だけでは説明できない要因によって産
出量を増加させていた。さらに、TFP の成長がみられ
た地域は 2001 年の TFP 水準が他の地域と比べて低かっ
た地域でもあった。
　第三に、都道府県別の研究開発活動指標をみると、各
地域で研究開発活動の規模に違いがみられた。2007 年で
の企業の研究開発投資額の上位地域では、大学・公的研
究機関よりも企業の研究開発活動の規模が大きい傾向が
読み取れた。同年での大学・公的研究機関の研究開発投
資額の上位地域は大学・公的研究機関と企業の研究開発
活動の規模は総じて高い傾向にあった。その一方で、企
業および大学・公的研究機関における研究開発投資額の
下位地域では、いずれの研究開発活動の規模も小さい傾
向にあった。
　第四に、都道府県別の TFP 成長率と研究開発活動指
標の動向を整理すると、TFP 成長率の上位地域では、
研究開発活動が拡大した地域とほぼ横ばいであった地域
があり、TFP の上昇に研究開発活動の拡大が必ずしも
寄与していなかったことが推察できた。また、同下位地
域には、研究開発活動が拡大した地域と縮小していた地
域があり、研究開発活動の拡大が TFP の上昇に結びつ
いていない点もうかがえた。
　第五に、企業の研究開発ストックの変化率が都道府県
別の TFP 成長率に対して統計的に有意な弱い正の相関
を示していた。企業での研究開発ストックが増加した地
域では、TFP成長率の上昇がみられる傾向が確認できた。
企業の研究開発ストックの蓄積と TFP の上昇との間に
関係性があることが推察できた。
　第六に、大学・公的研究機関の研究開発集約度とTFP
成長率との間にも統計的に有意な相関関係があった。両
変数間で統計的に有意な弱い負の相関が示され、大学・
公的研究機関の研究開発集約度の低い地域が TFP を成
長させていた点が分かった。しかし、この要因に関して
は、より精査な検討が必要であった。
　第七に、TFP の上昇と関係性がある企業の研究開発
ストックの変化率は、企業の研究開発投資額の変化との
間で統計的に有意な正の相関が認められた。しかし、大
学・公的研究機関における研究開発投資額、研究開発ス
ピルオーバー、研究開発ストックは、企業の研究開発ス
トックの変化率との間で統計的に有意な相関係数を示さ
なかった。他方で、大学・公的研究機関の研究開発ス
トックの変化は、大学・公的機関の研究開発投資額およ
び研究開発スピルオーバーの変化と統計的に有意な正の
相関関係があった。
　本論文の分析結果から、まず、企業での研究開発ス
トックの変化率と TFP の上昇との間に正の相関関係が
あったことから、研究開発活動のアウトプットがイノ
ベーションの創出に寄与する点がうかがえる。次に、研
究開発活動のインプットに関する指標は TFP 成長率と
の間で相関関係が認められなかったことから、地域での
研究開発活動が TFP 成長率に影響を与えるまでにある
程度の期間が必要になる可能性が考えられる。三点目
は、大学・公的研究機関の研究開発集約度が TFP 成長
率との間で負の相関関係があったことから、各地域にお
ける大学・公的研究機関での研究開発活動の動向をさら
に検討する必要が求められる。また、今回の分析では、
TFP 水準とその成長率および研究開発活動の指標から、
研究開発活動の拡大が TFP 成長に寄与した地域や研究
開発活動の拡大が TFP の上昇に結びついていない地域
も推察できた。地域イノベーションの創出環境に関する
定量的な分析では、これらの地域に着目することが重要
になると考える。
Ⅴ　結語
　本論文は、都道府県別に TFP 水準と TFP 成長率を推
計し、地域の研究開発活動指標と TFP 成長率との関係
性を分析した。その結果、企業の研究開発ストックの蓄
02_佐藤_vol9.indd   29 17/03/22   11:24
査読付き研究ノート
地域イノベーション第 9 号 − 30 −
積と TFP の上昇との間で正の相関関係があること、研
究開発活動のインプット指標と TFP 成長率との間には
相関関係が認められなかったこと、大学・公的機関の研
究開発集約度と TFP 成長率との間で負の相関関係が示
されたことが明らかになった。
　今後の研究課題としては、TFP 水準および成長率と
地域における研究開発活動の指標から特徴的な地域をい
くつか抽出し、当該地域を対象にした地域イノベーショ
ンの創出環境に関する定量的な分析を行う点が挙げられ
る。特定地域のパネルデータを作成し、研究開発活動の
タイムラグや政策効果を考慮したモデル式に基づくパネ
ル分析に取り組みたい。その際には、各地域の産業構造、
企業規模、立地環境に関する指標等も含める必要がある
だろう。また、大学・公的研究機関の研究開発集約度の
低い地域が TFP を成長させていた点に関しても、さら
なる検討が必要である。ほかにも、地域における企業の
研究開発活動に関する事例分析を行い、今回のような定
量的な分析との接続を試みたい。
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別表 1　都道府県別 TFP 水準と TFP 成長率
 
地域 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 期間成長率
北海道 0.0059 0.0087 0.0393 -0.0339 -0.1466 -0.2158 -0.2386 -0.2446
青森県 -0.5341 -0.4989 -0.3183 -0.3275 -0.3805 -0.1410 -0.2038 0.3303
岩手県 -0.2436 -0.1713 -0.0824 -0.0486 -0.1002 -0.1421 -0.1190 0.1246
宮城県 0.0003 0.0122 0.0738 0.0504 0.0484 0.0144 -0.0116 -0.0119
秋田県 -0.3065 -0.2207 -0.1502 -0.1606 -0.1534 0.0979 0.2819 0.5885
山形県 -0.2738 -0.1609 -0.0898 -0.0676 -0.0230 0.0486 0.1994 0.4732
福島県 0.0080 0.1505 0.2157 0.2383 0.2287 0.2217 0.2136 0.2056
茨城県 0.0424 0.1351 0.1999 0.0776 0.0051 -0.0269 0.0203 -0.0221
栃木県 0.1076 0.2035 0.2529 0.2544 0.2640 0.2543 0.2449 0.1374
群馬県 -0.0075 0.0348 0.1270 0.0926 0.0456 0.0155 0.0132 0.0207
埼玉県 -0.1145 -0.0819 -0.0229 -0.0228 -0.0352 -0.0452 -0.0052 0.1093
千葉県 0.1736 0.2024 0.2952 0.2311 0.1753 0.1133 0.2098 0.0362
東京都 0.0970 0.1471 0.1936 0.2107 0.2158 0.1750 0.1492 0.0522
神奈川県 0.0952 0.0981 0.1760 0.2147 0.1195 0.1276 0.1141 0.0189
新潟県 -0.2386 -0.1336 -0.0129 0.0129 -0.0044 -0.0343 -0.0059 0.2327
富山県 -0.0965 0.0339 0.1622 0.1539 0.1092 0.0186 0.0043 0.1009
石川県 -0.0676 -0.0083 0.0538 0.0099 -0.0298 -0.0102 0.0450 0.1126
福井県 -0.2341 -0.1730 -0.0681 -0.0516 -0.0299 -0.0187 0.0165 0.2506
山梨県 -0.1403 -0.1001 0.0459 0.0622 0.1047 0.1409 0.1889 0.3292
長野県 -0.0364 -0.0348 0.0851 0.1274 0.2331 0.1933 0.2108 0.2471
岐阜県 -0.2902 -0.2413 -0.1576 -0.1660 -0.1561 -0.1886 -0.2116 0.0786
静岡県 0.0565 0.1655 0.2203 0.2160 0.2347 0.2212 0.2468 0.1903
愛知県 0.0200 0.0880 0.1006 0.0905 0.0927 0.0746 0.1177 0.0978
三重県 -0.0939 0.0325 0.1741 0.2258 0.2545 0.2763 0.3443 0.4382
滋賀県 0.2374 0.3039 0.3830 0.4060 0.3804 0.3359 0.2528 0.0153
京都府 0.0793 0.1565 0.2920 0.3099 0.3020 0.2666 0.2721 0.1928
大阪府 -0.0944 -0.0219 0.0498 0.0078 -0.0305 -0.0794 -0.0422 0.0522
兵庫県 0.0734 0.1188 0.1552 0.1548 0.1338 0.1311 0.0308 -0.0426
奈良県 -0.0316 0.0398 0.0816 0.0127 0.0296 0.0011 -0.0128 0.0188
和歌山県 0.3547 0.3985 0.4185 0.3370 0.3643 0.2531 0.1464 -0.2083
鳥取県 0.0889 0.0726 0.2243 0.3106 0.2126 0.3571 0.3849 0.2960
島根県 -0.2740 -0.2766 -0.2397 -0.2574 -0.3077 -0.3142 -0.1728 0.1012
岡山県 0.1603 0.2084 0.1904 0.1021 0.0728 0.1018 0.0743 -0.0860
広島県 0.0043 -0.0102 0.1133 0.0832 0.0686 0.0137 0.0772 0.0729
山口県 0.1731 0.2930 0.2956 0.2201 0.2461 0.1658 0.1054 -0.0677
徳島県 0.1131 0.2470 0.5213 0.5109 0.3925 0.3418 0.3121 0.1990
香川県 0.0481 0.1286 0.1366 0.0918 -0.0677 -0.0670 -0.0930 -0.1411
愛媛県 -0.0241 -0.0042 0.0561 0.0632 -0.0153 -0.0239 -0.0973 -0.0732
高知県 -0.1280 -0.0801 0.0175 0.0275 -0.0854 -0.1339 -0.1456 -0.0177
福岡県 -0.0423 0.0200 0.1137 0.0745 0.0211 -0.0455 -0.0754 -0.0331
佐賀県 -0.0699 -0.0379 0.0241 0.0320 -0.0059 0.0084 0.1778 0.2477
長崎県 -0.3751 -0.2359 -0.2893 -0.3638 -0.2043 -0.0331 0.0181 0.3933
熊本県 -0.1240 -0.1310 -0.0269 0.0684 0.1020 0.0948 0.1048 0.2288
大分県 0.2689 0.3389 0.4901 0.4952 0.3631 0.2646 0.1469 -0.1220
宮崎県 -0.2121 -0.1274 -0.0532 -0.0357 -0.1696 -0.1664 -0.0768 0.1353
鹿児島県 -0.0548 -0.0273 0.0867 0.0941 0.0779 0.1241 0.2625 0.3173
沖縄県 0.0512 -0.0623 0.0069 -0.1672 -0.3554 -0.4396 -0.4529 -0.5041
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別表 2　都道府県別の研究開発活動指標（2001 年－ 2007 年、企業）　単位 :10 億円
 
01年 07年 01年 06年 01年 07年 05年 06年 07年
北海道 435.8 338.5 4670.0 4316.9 3475.0 2789.0 1.41 1.43 1.33
青森県 43.3 36.0 8720.2 8375.4 361.0 332.6 0.58 0.39 0.43
岩手県 867.5 836.7 15531.6 15867.0 5292.9 5576.0 5.04 4.85 4.71
宮城県 278.5 315.1 23602.4 24717.1 1249.5 2117.5 1.15 1.14 1.15
秋田県 15.4 187.4 6526.4 6397.8 221.9 485.3 0.41 0.30 0.38
山形県 300.8 287.8 22357.0 23352.0 1186.1 1859.3 1.36 1.19 1.00
福島県 1217.6 1437.4 33443.9 34666.1 6869.3 8878.1 2.93 2.79 2.61
茨城県 859.1 1103.2 48146.1 50264.5 7849.0 6735.4 1.58 1.53 1.45
栃木県 2197.8 2013.2 48655.4 51123.0 15292.3 13181.4 3.45 3.26 3.13
群馬県 777.2 792.8 50312.4 52943.6 5913.8 4850.9 1.59 1.54 1.53
埼玉県 1790.3 1153.3 56198.9 57979.2 11499.4 7522.4 1.68 1.27 1.19
千葉県 1134.0 924.8 51671.9 53650.9 9860.0 7523.0 1.76 1.71 1.46
東京都 2572.1 1406.3 57717.8 59318.7 18158.1 11489.5 1.02 1.02 0.99
神奈川県 4501.6 3797.4 57608.8 59425.5 34837.4 27741.9 3.44 3.24 3.12
新潟県 311.9 278.6 31171.7 32934.5 1594.2 2009.6 0.85 0.76 0.75
富山県 499.5 755.3 31023.1 33372.1 2279.4 4183.6 1.64 1.85 2.33
石川県 418.7 163.4 32261.3 35234.7 1619.8 1174.8 0.88 0.86 0.83
福井県 57.0 57.3 21190.5 21995.6 481.7 450.7 0.54 0.46 0.40
山梨県 252.0 375.8 39212.6 40004.0 2411.3 1697.9 1.16 1.13 1.21
長野県 1158.4 874.0 40092.5 42744.1 6577.8 5284.4 1.51 1.53 1.39
岐阜県 833.4 701.7 47586.0 52478.7 4620.8 3870.1 1.76 1.91 1.64
静岡県 2268.6 2829.2 49712.6 53371.2 14719.5 16933.2 2.08 1.97 1.96
愛知県 5369.0 7038.8 53016.5 58494.0 37154.5 46256.9 3.33 3.25 2.96
三重県 1134.5 1731.6 49503.7 54634.8 7934.0 11266.8 2.82 2.58 2.24
滋賀県 930.5 925.8 47376.5 51959.9 7146.6 6972.7 2.46 2.22 2.13
京都府 843.5 615.5 44342.8 48020.9 5116.7 4655.0 1.54 1.46 1.44
大阪府 1766.4 1456.9 46880.5 50442.7 11828.1 9797.0 1.42 1.40 1.22
兵庫県 2162.0 2059.4 42800.8 45136.2 16448.1 16248.6 2.63 2.49 2.69
奈良県 416.9 384.3 44246.4 48198.1 2353.8 2045.5 2.08 2.10 2.22
和歌山県 94.6 88.2 29926.6 31052.7 930.8 813.8 0.91 0.92 0.80
鳥取県 50.4 72.3 7598.9 8535.7 326.6 784.3 0.62 0.60 1.05
島根県 19.6 18.4 13553.4 13779.2 146.8 142.1 0.40 0.36 0.29
岡山県 664.7 657.1 31902.2 33698.7 4588.9 5401.1 2.14 1.90 1.96
広島県 964.2 1522.3 26421.5 28566.6 7355.0 9717.5 2.71 2.63 2.42
山口県 563.3 509.7 20275.7 22950.9 4451.1 4559.6 2.36 2.18 2.16
徳島県 153.3 236.7 25787.1 26730.0 1161.1 1591.5 1.50 1.62 1.63
香川県 79.3 66.0 29564.5 31294.4 565.9 437.3 0.52 0.47 0.49
愛媛県 246.9 388.9 19653.1 20676.6 1641.2 1970.8 1.36 1.34 1.43
高知県 150.9 223.8 8597.3 8439.2 904.7 859.7 2.01 2.37 2.81
福岡県 1069.8 1326.5 20459.5 23725.1 7930.2 9442.2 2.90 3.10 2.86
佐賀県 167.9 222.8 10297.6 11199.9 1212.7 1523.4 1.85 1.66 1.48
長崎県 135.8 117.6 5261.0 5355.3 1242.2 1146.2 2.01 1.37 1.13
熊本県 315.7 528.1 15471.6 18043.9 1984.4 3131.4 2.00 1.97 1.93
大分県 381.1 404.9 19353.0 22255.3 2421.4 2815.9 1.78 1.99 1.90
宮崎県 68.0 33.9 8312.5 8823.4 613.1 385.1 0.81 0.63 0.49
鹿児島県 37.3 68.0 5168.5 5380.0 356.6 432.6 0.48 0.40 0.34
沖縄県 0.3 3.2 97.3 100.7 11.9 16.8 0.07 0.06 0.09
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別表 3　都道府県別の研究開発活動指標（2001 年－ 2007 年、公的機関）単位 :10 億円
 
01年 07年 01年 06年 01年 07年 05年 06年 07年
北海道 132.0 120.3 62.6 68.6 809.7 841.7 0.07 0.06 0.06
青森県 24.6 25.0 97.6 107.8 164.7 166.9 0.05 0.03 0.03
岩手県 28.1 28.8 159.5 179.3 165.9 183.3 0.03 0.03 0.02
宮城県 83.0 96.0 297.4 340.1 511.2 594.8 0.06 0.06 0.05
秋田県 20.7 15.7 106.8 115.0 120.0 116.4 0.03 0.02 0.01
山形県 20.9 19.5 275.8 312.3 125.2 136.2 0.02 0.01 0.01
福島県 23.4 25.1 474.1 542.6 139.3 160.1 0.01 0.01 0.01
茨城県 372.8 421.2 761.1 871.9 1776.3 2381.8 0.12 0.10 0.09
栃木県 39.4 36.9 727.9 827.1 228.6 237.3 0.01 0.01 0.01
群馬県 24.8 26.8 766.2 869.5 143.0 163.2 0.01 0.01 0.01
埼玉県 246.0 212.4 929.9 1052.3 1023.9 1318.4 0.04 0.04 0.03
千葉県 123.8 132.9 867.8 989.6 680.8 958.3 0.03 0.03 0.03
東京都 1378.2 1409.7 978.3 1100.5 8703.7 9128.2 0.13 0.13 0.12
神奈川県 246.5 229.0 921.3 1033.6 1403.1 1501.9 0.03 0.03 0.03
新潟県 40.5 39.1 456.8 508.7 253.4 270.1 0.02 0.02 0.01
富山県 19.6 19.2 379.0 421.3 132.3 134.5 0.01 0.01 0.01
石川県 45.8 43.7 413.8 456.3 284.0 292.2 0.04 0.03 0.03
福井県 20.5 17.0 256.4 284.1 115.9 117.0 0.02 0.02 0.02
山梨県 16.3 17.4 620.2 696.3 106.8 115.0 0.02 0.01 0.01
長野県 22.8 24.1 513.0 572.5 142.1 152.0 0.01 0.01 0.01
岐阜県 43.1 30.7 519.8 572.5 256.3 235.6 0.01 0.01 0.01
静岡県 46.8 39.6 635.5 706.5 266.8 274.9 0.01 0.00 0.00
愛知県 192.5 180.3 526.5 578.4 1163.4 1196.9 0.01 0.01 0.01
三重県 23.7 24.9 469.1 514.0 169.8 166.9 0.01 0.01 0.00
滋賀県 18.0 22.6 467.3 514.1 105.9 126.8 0.01 0.01 0.01
京都府 155.5 172.5 436.3 479.5 885.4 1036.6 0.06 0.06 0.05
大阪府 228.7 225.5 429.2 470.7 1385.9 1493.4 0.03 0.03 0.03
兵庫県 120.8 135.2 384.8 421.1 688.3 774.8 0.02 0.02 0.02
奈良県 32.9 27.8 425.0 466.0 189.3 198.5 0.04 0.03 0.03
和歌山県 11.8 12.4 289.6 314.9 92.1 85.5 0.01 0.01 0.01
鳥取県 11.7 10.2 138.0 151.8 76.5 74.3 0.02 0.02 0.01
島根県 14.3 15.0 129.3 139.3 99.3 100.9 0.04 0.04 0.03
岡山県 48.4 49.3 282.1 307.8 305.4 324.7 0.02 0.02 0.02
広島県 81.2 67.9 219.2 237.5 475.6 475.5 0.02 0.02 0.02
山口県 27.7 25.8 144.7 155.7 163.2 173.4 0.01 0.01 0.01
徳島県 22.5 23.6 244.4 268.0 133.6 157.4 0.03 0.03 0.02
香川県 15.9 15.3 231.7 252.7 111.9 107.8 0.02 0.02 0.02
愛媛県 18.3 19.3 174.8 189.4 119.5 126.3 0.02 0.01 0.01
高知県 15.9 9.9 116.3 122.9 87.2 80.4 0.04 0.04 0.03
福岡県 150.0 167.5 157.6 169.5 886.0 1021.8 0.06 0.05 0.05
佐賀県 11.9 12.3 92.7 100.5 82.1 81.9 0.02 0.02 0.01
長崎県 18.6 16.9 65.6 69.0 117.2 119.7 0.02 0.02 0.02
熊本県 38.8 34.5 115.8 123.7 238.2 240.4 0.03 0.02 0.02
大分県 20.1 17.1 137.0 147.4 117.2 114.9 0.01 0.01 0.01
宮崎県 16.3 18.2 75.8 80.3 108.7 117.9 0.03 0.03 0.02
鹿児島県 21.6 19.1 51.7 53.4 137.0 137.0 0.02 0.02 0.02
沖縄県 14.8 16.4 8.1 9.2 76.2 86.8 0.06 0.09 0.09
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